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(57)【要約】
【課題】光ビームをポリゴンミラーにより走査して画像
を形成する装置における画像倍率調整において、生産性
を悪化させない範囲で良好な画質を得つつ画像形成する
。
【解決手段】光ビームをポリゴンミラーにより走査し、
前記光ビームを用いて画像を形成する画像形成部１７０
と、ポリゴン駆動クロックに基づいて前記ポリゴンミラ
ーを回転駆動するポリゴン駆動部１５０と、画像処理に
より画像倍率を調整可能な画像処理部１２０と、画像形
成の記録紙循環時における紙間隔時間とポリゴンミラー
回転数変更時における回転安定までの回転数変更時間と
を求め、前記紙間隔時間と前記回転数変更時間との比較
結果に基づいて、前記画像処理部による画像倍率調整お
よび前記ポリゴンミラーの回転数変更による画像倍率調
整の少なくとも一方を選択するように制御する制御部１
０１とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　像担持体と、
　発光素子、前記発光素子からの光ビームを受けるポリゴンミラー、前記ポリゴンミラー
を回転駆動させるポリゴンモータ、及び、ポリゴン駆動クロックに基づいて前記ポリゴン
モータを駆動させるモータ駆動部を備え、画像データに基づいて、前記ポリゴンミラーを
介した光ビームにより前記像担持体を走査露光する露光部と、
　前記露光部により前記像担持体上に形成された静電潜像をトナーで現像する現像部と、
　前記現像部により現像された前記像担持体上のトナー像を記録紙に転写する転写部と、
　前記画像データを画像処理することにより、画像倍率を調整する画像処理部と、
　記録紙に対する画像倍率を調整するにあたり、前記モータ駆動部により前記ポリゴンミ
ラーの回転数を変更する第１の倍率調整と、前記画像処理部により前記画像データを画像
処理する第２の倍率調整との少なくとも一方を、画像形成における記録紙搬送時の間隔時
間（紙間隔時間）と前記第１の倍率調整におけるポリゴンミラー回転安定に要する時間（
第１倍率調整時間）との比較結果に基づいて選択するよう制御する制御部と、
を備えたことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記制御部は、前記紙間隔時間が前記第１倍率調整時間より大きい場合には、前記第１
の倍率調整によって画像倍率を調整し、前記紙間隔時間が前記第１倍率調整時間より小さ
い場合には前記画像処理部によって画像倍率を調整するよう制御する、
ことを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記制御部は、前記紙間隔時間が前記第１倍率調整時間より小さい場合に、該紙間隔時
間内に、前記第１の倍率調整と前記第２の倍率調整との双方を用いて画像倍率を調整する
よう制御する、
ことを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記制御部は、前記第１の倍率調整と前記第２の倍率調整との双方を用いて画像倍率を
調整する場合には、前記紙間隔時間に相当する調整量を前記第１の倍率調整により調整す
ると共に、残余を前記第２の倍率調整によって調整するよう制御する、
ことを特徴とする請求項３に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　記録紙の両面に画像を形成する機能を有する画像形成装置であって、
　前記制御部は、前記第１の倍率調整を、一方の面の画像形成のための光ビーム走査から
他方の面の画像形成のための光ビーム走査への移行に際して行う、
ことを特徴とする請求項１乃至請求項４のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項６】
　前記制御部は、記録紙の一方の面と他方の面に形成される画像の調整のために画像倍率
を調整する、
ことを特徴とする請求項１乃至請求項５のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記制御部は、前記画像倍率の調整を、一方の面を画像形成後の記録紙の収縮率に基づ
いて行う、
ことを特徴とする請求項６に記載の画像形成装置。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複写機やプリンタなどの画像形成装置に関し、特に、光源からのレーザビー
ムをポリゴンミラーで走査して感光体などの記録媒体に書き込む機能を有する画像形成装
置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　レーザプリンタ、複写機、ファクシミリ装置などの電子写真方式の各種の画像形成装置
において、その画像形成動作は、帯電、露光、現像、転写、定着という各プロセスを経て
行われる。
【０００３】
　具体的には、まず、画像データに基づいて変調された光ビーム（レーザビーム）の照射
により、帯電された感光体ドラムの表面に、画像形成する画像の静電潜像が形成され、こ
の静電潜像は、現像装置によってトナー像として現像される。このトナー像は、転写ロー
ラによって転写材（記録紙）に転写され、定着装置において、定着熱により、記録紙上の
トナー像が定着されることで、記録紙に画像が形成される。
【０００４】
　記録紙にトナー像を定着する際、定着熱によって記録紙の水分が吸い取られ、記録紙が
収縮するという現象が起こる。特に、両面画像形成を行う場合、第一面（表面）定着時の
記録紙収縮により、記録紙の第一面（表面）と第二面（裏面）の画像サイズが異なり、表
面と裏面と画像サイズがずれてしまうという不具合が生じる。
【０００５】
　このような場合に、画素クロックの周期を変えると共に、ポリゴンミラーの回転数を変
更することで、たとえば、裏面側の画像倍率を微調整して表裏の画像サイズを一致させる
ことが可能である。このポリゴンミラー回転数変更による画像倍率調整は、画質の劣化が
生じないという利点を有しているが、ポリゴンミラー回転数変更に一定の時間を必要とす
る問題がある。
【０００６】
　また、同様に、画像処理によって、裏面側の画像倍率を微調整して表裏の画像サイズを
一致させることも可能である。この画像処理による画像倍率調整は、ポリゴンミラーと異
なり、短時間で処理可能である反面、間引きや補間によって画質の劣化が生じるという問
題がある。
【０００７】
　なお、以上のような記録紙の熱収縮以外にも、操作者によって画像のわずかな拡大縮小
の指示がなされることがあり、このような場合にも、ポリゴンミラーの回転数変更あるい
は画像処理のいずれかによって対処することが可能である。
【０００８】
　このようにポリゴンミラーの回転数制御に言及されたものとして、たとえば、以下の特
許文献１，２が存在している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－２２４６５４号公報
【特許文献２】特開２００６－２５８９４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　ところで、ポリゴンミラーはＰＬＬ（Phase Locked Loop）制御によって駆動され、毎
分数万回転の高速回転をしている。さらに、以上のような画像倍率の微調整に応じて回転
数変更をする場合、ＰＬＬ制御とポリゴンミラーの回転との両方が安定した状態に達する
までに一定の時間（安定時間）が必要となる。
【００１１】
　一方、近年の画像形成装置は高速処理が要求されており、画像形成装置内での通紙間隔
が狭くなるにともない、記録紙表面への画像形成から記録紙裏面への画像形成へと切り替
わる紙間隔時間も短くなっている。なお、紙間隔時間とは、露光部や転写部において、画
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像形成中に搬送される記録紙の後端が通過してから次の記録紙の先端が到来するまでの記
録紙が存在しない時間である。
【００１２】
　従って、ポリゴンミラー回転数変更により画像倍率調整を行う場合、ポリゴンミラー回
転数変更による安定時間が上記紙間隔時間を超えるのであれば、両面画像形成の際の循環
枚数（一度に画像形成装置内で循環している記録紙枚数）を減らすことで、上記紙間隔時
間を広げる必要がある。
【００１３】
　この場合、たとえば、循環枚数が４枚であったものを３枚に減らして紙間隔時間を広げ
た場合には、画像形成装置の生産性が３／４に低下することになる。
【００１４】
　以上の特許文献１，２記載の技術は、ＰＬＬ駆動されるポリゴンミラーの制御の中で無
駄を省いて最適化することで、上述した安定時間を短縮する試みがなされている。
【００１５】
　しかしながら、画像形成装置の生産性の要求に伴って紙間隔時間は増々短くなってきて
いるとともに、上述したポリゴンミラーの安定時間の短縮にも限界があるため、生産性に
よってはポリゴンミラーの安定時間が紙間隔時間を超えることもあり、ポリゴンミラーの
安定時間が生産性向上の妨げとなっていた。
【００１６】
　一方、ポリゴンミラーの回転数を変更させず、画像データを画像処理することによって
画像倍率調整を行うことも可能ではあるが、この方法では画質の劣化が問題となる場合が
あった。
【００１７】
　すなわち、画像倍率調整において、生産性向上（生産性低下防止）と画質維持（画質劣
化防止）とを、最適にする手法が確立されていなかった。
【００１８】
　本発明は、光ビームをポリゴンミラーにより走査して画像を形成する装置における画像
倍率調整において、生産性を悪化させない範囲で良好な画質を得つつ画像形成することが
可能な画像形成装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明は、像担持体と、発光素子、前記発光素子からの光ビームを受けるポリゴンミラ
ー、前記ポリゴンミラーを回転駆動させるポリゴンモータ、及び、ポリゴン駆動クロック
に基づいて前記ポリゴンモータを駆動させるモータ駆動部を備え、画像データに基づいて
、前記ポリゴンミラーを介した光ビームにより前記像担持体を走査露光する露光部と、前
記露光部により前記像担持体上に形成された静電潜像をトナーで現像する現像部と、前記
現像部により現像された前記像担持体上のトナー像を記録紙に転写する転写部と、前記画
像データを画像処理することにより、画像倍率を調整する画像処理部と、記録紙に対する
画像倍率を調整するにあたり、前記モータ駆動部により前記ポリゴンミラーの回転数を変
更する第１の倍率調整と、前記画像処理部により前記画像データを画像処理する第２の倍
率調整との少なくとも一方を、画像形成における記録紙搬送時の間隔時間（紙間隔時間）
と前記第１の倍率調整におけるポリゴンミラー回転安定に要する時間（第１倍率調整時間
）との比較結果に基づいて選択するよう制御する制御部と、を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明では、画像倍率を調整する場合に、ポリゴン駆動クロックの変更によるポリゴン
ミラーの回転数変更と、画像処理部での画像処理との少なくとも一方を選択するよう制御
している。これにより、光ビームをポリゴンミラーにより走査して画像を形成する装置に
おける画像倍率調整において、生産性を悪化させない範囲で良好な画質を得つつ画像形成
することが可能になる。
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【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施形態の概略構成を示す構成図である。
【図２】本発明の実施形態の概略構成を示す構成図である。
【図３】本発明の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図４】本発明の実施形態の動作を示す特性図である。
【図５】本発明の実施形態の動作を示す特性図である。
【図６】本発明の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図７】本発明の実施形態の動作を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、図面を参照して本発明の画像形成装置を実施するための形態を詳細に説明する。
【００２３】
　〔画像形成装置の構成〕
　ここで、第一実施形態の画像形成装置１００の構成を、図１（ブロック図）と図２（断
面構成図）に基づいて詳細に説明する。
【００２４】
　なお、画像形成装置として既知であって、本実施形態の特徴的な動作や制御に直接に関
係しない一般的な部分についての説明は省略してある。また、この実施形態においては、
像担持体を移動させ、あるいは、記録紙を搬送する方向を副走査方向と呼ぶ。そして、こ
の副走査方向に直交する方向を主走査方向と呼ぶ。記録紙を副走査方向に搬送しつつ、像
担持体を副走査方向に移動させつつ、該像担持体上への主走査方向の露光の繰り返しによ
って、二次元の画像を形成し、この像担持体上の画像を記録紙に転写することで、記録紙
上に所望の画像を形成する。
【００２５】
　画像形成装置１００において、制御部１０１は画像形成装置１００の各部を制御するた
めにＣＰＵなどで構成され、制御プログラムに従って動作している。なお、この制御部１
０１は、後述するフローチャートに従った制御を行うことを特徴としている。
【００２６】
　なお、この実施形態において制御部１０１は、記録紙に対する画像倍率を調整するにあ
たり、ポリゴンミラーの回転数を変更する第１の倍率調整と、画像処理による第２の倍率
調整との少なくとも一方を選択する機能を有している。
【００２７】
　操作部１０３は画像形成装置の操作者が各種操作入力を行うもので、各種スイッチやキ
ーなどが設けられている。
【００２８】
　記憶部１０５は各種データを記憶する記憶手段であり、この実施形態では、画像形成装
置１００の動作に必要な制御プログラムや、画像条件を制御する際に用いられる各種デー
タなどを有する。
【００２９】
　画素クロック生成部１１０は画像データについての画像処理や露光の際に用いられる画
素クロックを生成するクロック生成手段である。なお、後述するポリゴン駆動クロック生
成部１５０で生成されるポリゴン駆動クロックによるポリゴンミラー１７２３の回転数変
更を用いて画像倍率調整を実行する際には、画素クロック生成部１１０による画素クロッ
クの周期変更も合わせて実行される。
【００３０】
　画像処理部１２０は画像形成すべき画像データに画像処理を施す処理手段であり、この
実施形態では、拡大や縮小といった画像倍率調整の画像処理を行う処理手段である。
【００３１】
　画像メモリ１３０は画像データを記憶する記憶手段であり、以上の画像処理部１２０の
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画像倍率調整の際にはワークメモリとして使用される。
【００３２】
　発光駆動部１４０は、画像処理された画像データに応じて露光駆動信号を生成する駆動
手段である。
【００３３】
　ポリゴン駆動クロック生成部１５０はＰＬＬ(Phase Locked Loop)制御などによって後
述するポリゴンミラー１７２３の回転駆動に必要なポリゴン駆動クロックを生成するクロ
ック生成手段である。
【００３４】
　プロセスユニット１７０は記録紙に画像（トナー像）を形成する各種動作を実行する書
き込みユニットであり、露光部１７２や感光体１７３を備えて構成されている。
【００３５】
　ここで、露光部１７２は、発光駆動部１４０からの露光駆動信号を受けて発光するレー
ザダイオードなどの発光素子１７２０と、ポリゴン駆動クロックに基づいてポリゴンモー
タ１７２２を駆動するモータ駆動部１７２１と、モータ駆動部１７２１により駆動されて
ポリゴンミラー１７２３を所定の回転数で回転させるポリゴンモータ１７２２と、ポリゴ
ンモータ１７２２により回転駆動されて発光素子１７２０からの光ビームを感光体１７３
の表面で走査するポリゴンミラー１７２３と、を備えている。
【００３６】
　また、光ビームの露光により形成される静電潜像が現像されてトナー像として形成され
る感光体１７３は、モータ駆動部１７３１により駆動される感光体モータ１７３２によっ
て所定速度で回転する。
【００３７】
　プロセスユニット１７０のその他の構成については、図２で詳細に説明する。なお、図
１では省略しているが、画像形成装置１００は複数色による画像形成を実行できるため、
色毎にプロセスユニット等が配置されている。
【００３８】
　次に、図２を参照して画像形成装置１００の機械的構成について説明する。
【００３９】
　搬送部１６０は、給紙部Ｔから送り出された記録紙を所定の搬送速度で搬送する搬送手
段であり、レジストローラやその他各種の搬送ローラ、搬送ベルトなどを備えて構成され
ている。なお、この搬送部１６０は、記録紙の両面に画像形成する際に記録紙を反転させ
てから循環させる反転搬送部１６５を備えている。
【００４０】
　プロセスユニット１７０は、記録紙に画像を形成する各種動作を実行する書き込みユニ
ットであり、感光体１７３に所定の帯電をさせる帯電部１７１、感光体１７３を画像デー
タに応じて露光する露光部１７２、露光により静電潜像が形成される像担持体としての感
光体１７３、感光体１７３の静電潜像を現像してトナー像にする現像部１７４、感光体１
７３上のトナー像が転写されてトナー像を担持する像担持体としての中間転写体１７５、
中間転写体１７５上のトナー像を記録紙に転写する転写部１７６、を備えている。
【００４１】
　なお、画像形成装置１００が複数色のトナー像を合成するカラー画像形成装置の場合に
は、図２に示されるように、プロセスユニット１７０において、帯電部１７１、露光部１
７２、感光体１７３、現像部１７４が各色に対応して設けられており、中間転写体１７５
上で各色のトナー像が重ね合わされて、最終的に記録紙に転写される構成になっている。
【００４２】
　なお、感光体１７３はドラム形状ではなく、ベルト状であってもよい。同様に、中間転
写体１７５はベルト状ではなく、ドラム状であってもよい。
【００４３】
　定着部１８０は、トナー像が転写された記録紙を挟持搬送しつつ、加熱と加圧とにより
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定着を実行してトナー像を記録紙上で安定した状態にする。
【００４４】
　〔画像形成装置の動作（１）〕
　以下、図３のフローチャート、図４の特性図を参照して画像形成装置１００についての
動作説明を行う。
【００４５】
　ここで、画像形成装置１００は制御部１０１の制御プログラムに従って動作しており、
この制御プログラムの基本となる動作を図３のフローチャートに示す。
【００４６】
　まず、画像形成すべきデータを外部の機器から入力するか、あるいは操作部１０３の指
定により画像形成装置１００内の画像メモリ１３０などに保管されているデータの中から
選択する（図３中のステップＳ１０１）。
【００４７】
　そして、操作者が、操作部１０３から画像形成に関連した各種設定を行う（図３中のス
テップＳ１０２）。
【００４８】
　ここで、前述したように、記録紙にトナー像を定着する際、定着部１８０の熱によって
記録紙の水分が吸い取られ、記録紙が収縮するという現象が起こる。特に、両面画像形成
を行う場合、第一面（表面）定着時の記録紙収縮により、記録紙の第一面（表面）と第二
面（裏面）の画像サイズが異なるという不具合が生じる。
【００４９】
　この記録紙の収縮率は、記録紙の種類、定着温度、搬送速度などによって異なるため、
制御部１０１は、記憶部１０５に格納されている調整量データを参照し、記録紙の種類や
定着温度などに対応付けられた調整量を取得する。
【００５０】
　なお、この記録紙の収縮は、記録紙の種類、定着温度、搬送速度など各種画像形成条件
によって微妙に異なるものであるため、各種条件に基づいた調整量を自動的に決定しても
よいし、以下のようにテストプリントに基づいて調整量を決定してもよい。
【００５１】
　例えば、制御部１０１は、記録紙第一面に倍率調整しない状態のテストデータ、記録紙
第二面には調整量±０．１％程度で複数段階の倍率調整を実行したテストデータについて
、両面画像形成のテストプリントを出力する。たとえば、画像形成条件により求まる調整
量が０．６％であれば、０．５０％，０．５５％，０．６０％，０．６５％，０．７０％
，の調整量を裏面に適用した両面画像形成５枚を実行する。この所定の調整量が適用され
た状態で両面画像形成されたテストプリントを操作者が目視することにより表裏画像の一
致を確認し、一致している調整量を操作部１０３から入力する。このようにして、テスト
プリントに基づいた調整量が決定される（図３中のステップＳ１０２）。なお、操作部１
０３から入力がない場合には、画像形成条件から求まる調整量がそのまま適用される。
【００５２】
　また、テストプリントによらない場合であっても、操作者によって画像倍率調整の手動
入力がなされたときは、操作部１０３からの入力値を調整量として制御部１０１が取得す
る。
【００５３】
　ここで、制御部１０１は、画像倍率調整が必要であるか否かを判断する（図３中のステ
ップＳ１０３）。例えば、両面画像形成モードが設定されている場合や、操作者によって
操作部を介して画像倍率調整の手動入力がなされた場合は、制御部１０１は画像倍率調整
の必要ありと判断する。
【００５４】
　なお、片面画像形成の場合や、定着によって収縮しない特別な記録紙を使用する場合な
どには、画像倍率調整が不要であると判断し（図３中のステップＳ１０３でＮＯ）、画像
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形成を開始する（図３中のステップＳ１１０）。
【００５５】
　一方、両面画像形成など画像倍率調整が必要である場合（図３中のステップＳ１０３で
ＹＥＳ）に、制御部１０１は、以上の調整量を適用する場合のポリゴンミラー１７２３の
回転数変更による安定時間Ａを求める（図３中のステップＳ１０４）。
【００５６】
　なお、このポリゴンミラー１７２３の回転数変更による第１の倍率調整の場合には、図
４に示すように、倍率調整量に応じて、上述した安定時間が必要になるという性質を有し
ている。なお、安定時間としては、ポリゴン駆動クロック生成部１５０におけるＰＬＬ制
御の処理時間や、ポリゴンミラー１７２３の機械的な回転数変更時の安定時間などが含ま
れ、これらを総称して安定時間と呼んでいる。この図４に示す具体例では、調整量１％時
に安定時間は約８２０ｍｓになっている。よって、制御部１０１は、記憶部１０５に格納
されている図４相当のルックアップテーブルを参照し、調整量に応じた安定時間を求める
。なお、ルックアップテーブルによるデータの読み出し以外に、計算式を用いた安定時間
の算出であってもよい。
【００５７】
　また、制御部１０１は、紙間隔時間Ｂを求める（図３中のステップＳ１０５）。ここで
、紙間隔時間Ｂとは、図２の転写部１７６において、記録紙の後端が通過してから次の記
録紙の先端が到来するまでの記録紙が存在しない時間であり、Ｌ＝記録紙が循環搬送され
る搬送部１６０の経路長，Ｌｐ＝記録紙の搬送方向の長さ，ｎ＝搬送部１６０内で同時に
循環搬送される記録紙枚数，Ｖ＝搬送部１６０内での記録紙の搬送速度，とした場合に、
Ｂ＝（Ｌ－ｎ・Ｌｐ）／Ｖ，
で求められる。
【００５８】
　あるいは、紙間隔時間Ｂは、Ｎ＝１秒間に画像形成出力される記録紙枚数，Ｖ＝搬送部
１６０内での記録紙の搬送速度，Ｌｐ＝記録紙の搬送方向の長さ，Ｍ＝搬送中の記録紙先
端から次の記録紙先端までの距離，Ｂ＝紙間隔時間，とした場合に、
Ｂ＝（Ｍ－Ｌｐ）／Ｖ＝（（Ｖ／Ｎ）－Ｌｐ）／Ｖ，
で求められる。
【００５９】
　なお、この紙間時間Ｂについても、制御部１０１による計算による算出であってもよい
し、各種条件の値を適用して記憶部１０５に格納されているルックアップテーブルを参照
し読み出してもよい。
【００６０】
　また、以上の安定時間Ａを求める処理（図３中のステップＳ１０４）と、以上の紙間隔
時間Ｂを求める処理（図３中のステップＳ１０５）とは、どちらを先に実行しても良いし
、並行して実行してもよい。
【００６１】
　ここで、制御部１０１は、以上の安定時間Ａと紙間隔時間Ｂとを比較する（図３中のス
テップＳ１０６）。以上の制御部１０１による比較により、Ａ＝Ｂ，Ａ＜Ｂ，Ａ＞Ｂの３
種類に分けることができる。
【００６２】
　ここで、安定時間Ａが紙間隔時間Ｂより小さい場合には（図３中のステップＳ１０６で
Ａ＜Ｂ）、制御部１０１の制御によって、ポリゴン駆動クロック生成部１５０で生成され
るポリゴン駆動クロックによるポリゴンミラー１７２３の回転数変更の第１倍率調整を用
いて画像倍率調整を実行しつつ（図３中のステップＳ１０７）、画像形成を実行する（図
３中のステップＳ１１０）。この場合には、画像倍率調整に伴う画質の劣化が生じない特
徴を有する。なお、このポリゴンミラー１７２３の回転数変更による場合には、図５（ａ
）に示すように、倍率調整量（左縦軸）に応じて、上述した安定時間に基づく処理時間（
右縦軸）が必要になるという性質を有している。
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【００６３】
　また、安定時間Ａが紙間隔時間Ｂより大きい場合には（図３中のステップＳ１０６でＡ
＞Ｂ）、制御部１０１の制御により、画像処理部１２０によって画像データを拡大あるい
は縮小する第２の倍率調整により画像倍率調整を実行して（図３中のステップＳ１０８）
、画像形成を実行する（図３中のステップＳ１１０）。この画像処理による場合には、図
５（ｂ）のように、露光前に画像処理をするため処理時間は問題にならない利点を有する
。なお、この画像処理による場合には、画像処理をすることによって画像データの補間や
間引きが行われるため、倍率調整量によっては画質の劣化が生じる性質を有している。
【００６４】
　また、安定時間Ａが紙間隔時間Ｂと等しい場合には（図３中のステップＳ１０６でＡ＝
Ｂ）、制御部１０１の制御により、ポリゴンミラー１７２３の回転数変更と画像処理部１
２０による画像処理とのいずれも可能であるため、予め設定された初期設定値あるいは操
作部１０３からの設定（図３中のステップＳ１０２）に従って、ポリゴンミラー１７２３
の回転数変更か画像処理部１２０による画像処理のいずれかによる画像倍率調整を実行し
て（図３中のステップＳ１０９）、画像形成を実行する（図３中のステップＳ１１０）。
この場合に、制御部１０１は、画像の出力形態として文字が指定されていれば、文字を構
成する線の部分で画質劣化が目立ちやすいため、ポリゴンミラー１７２３の回転数変更を
選択するようにしてもよい。
【００６５】
　以上のように、この実施形態によれば、光ビームをポリゴンミラーにより走査して画像
を形成する装置における画像倍率調整において、生産性を悪化させない範囲で良好な画質
を得つつ画像形成することが可能になる。
【００６６】
　〔画像形成装置の動作（２）〕
　図６は本実施形態の画像形成装置における他の動作例を示している。ここで、図３と同
一の処理には同一のステップ番号を付すことで、重複した説明を省略する。
【００６７】
　安定時間Ａと紙間隔時間Ｂとの比較（図６中のステップＳ１０６）により、安定時間Ａ
が紙間隔時間Ｂより大きい場合には（図６中のステップＳ１０６でＡ＞Ｂ）、制御部１０
１の制御により、ポリゴンミラー１７２３の回転数変更と画像処理部１２０の画像処理の
双方を用いることで（図６中のステップＳ１０８）、画質の劣化を最小限に抑えつつ生産
性を向上させて画像倍率を調整しつつ、画像形成を実行する（図６中のステップＳ１１０
）。
【００６８】
　なお、この場合、図７のフローチャートに示すように、紙間隔時間Ｂ内に実行可能なポ
リゴンミラー１７２３の回転数変更による第１の倍率調整での倍率調整量を算出し（図７
中のステップＳ２０１）、必要な倍率調整量を得るのに更に必要な残余の倍率調整量を画
像処理による第２の倍率調整に割り当てる（図７中のステップＳ２０２）。そして、この
ようにして算出されたそれぞれの倍率に基づいて、以上のポリゴンミラー１７２３の回転
数変更と画像処理部１２０の画像処理とを併用して画像倍率調整を実行する（図７中のス
テップＳ２０３）。
【００６９】
　なお、図５（ｃ）の特性図では、画像処理による倍率調整量を横軸に示し、ポリゴンミ
ラー１７２３の回転数変更による倍率調整量を縦軸に示し、双方を用いた場合の総合的な
倍率調整量を斜め４５°の軸で示している。
【００７０】
　ここで、以上の式で、Ｎ＝１，Ｖ＝３００mm／ｓ，Ｌｐ＝２１０mm，とした場合、紙間
隔時間Ｂは、Ｂ＝（（Ｖ／Ｎ）－Ｌｐ）／Ｖ＝３００msと求められる。また、この３００
msに相当するポリゴンミラー回転数変更は図４から０．３６％であることが分かる。
【００７１】
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　そこで、図５（ｃ）の場合には、たとえば、必要な倍率調整量を１．０％としており、
紙間隔時間Ｂ内に実行可能なポリゴンミラー１７２３の回転数変更の倍率調整量を０．３
６％、画像処理に割り当てられる倍率調整量を０．６４％とした場合の具体例を示してい
る。この図５（ｃ）の場合には、＋１％の倍率調整を実行した場合であっても、図５（ａ
）の１％調整時よりも処理時間が短くて済むことがわかる。
【００７２】
　一方、比較例として、ポリゴンミラー１７２３の回転数変更のみで１％の加速を行うよ
うに制御した場合、図４あるいは図５（ａ）右側縦軸に示すように安定時間は８２０msで
ある。すなわち、ポリゴンミラー１７２３の回転数変更のみを用いて画像倍率調整を実行
すると安定時間が紙間隔時間Ｂである３００msを超えるため、両面画像形成の際の循環枚
数（一度に画像形成装置内で循環している記録紙枚数）を減らす必要が生じるため、生産
性が低下することになる。
【００７３】
　以上のように、この実施形態によれば、光ビームをポリゴンミラーにより走査して画像
を形成する装置における画像倍率調整において、生産性を悪化させない範囲で良好な画質
を得つつ画像形成することが可能になる。
【符号の説明】
【００７４】
１００　画像形成装置
１０１　制御部
１０３　操作部
１０５　記憶部
１１０　画素クロック生成部
１２０　画像処理部
１３０　画像メモリ
１４０　発光駆動部
１５０　ポリゴン駆動クロック生成部
１７０　プロセスユニット
１７２　露光部
１７５　感光体
１７２０　発光素子
１７２１　モータ駆動部
１７２２　ポリゴンモータ
１７２３　ポリゴンミラー
１７３１　モータ駆動部
１７３２　感光体モータ
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